
令和３年度農林水産関係予算概算要求について
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令和３年度農林水産関係予算概算要求の重点事項 

（農村振興局関係） 

１ 農業農村整備、農地集積・集約化、担い手確保・経営継承の推進 

～コロナを契機とした地方での事業・雇用の創出～ 

⑴ 競争力強化・国土強靱化のための農業農村整備の計画的な推進

① 農業農村整備事業＜公共＞

・農業の競争力強化や農村地域の国土強靱化を図るため、

農地の大区画化・汎用化、農業水利施設の適切な更新・長寿命化、

防災重点農業用ため池対策の強化、

農業用ダムの洪水調節機能強化や田んぼダムの取組拡大等を推進

・農村の情報通信環境、農道、集落排水施設等の整備を推進

３，９８３億円 

（３,２６４億円）

② 農地耕作条件改善事業

・農地中間管理機構による担い手への農地の集積・集約化、

麦・大豆や高収益作物への転換を推進するため、

機構による担い手への農地の集積・集約化が行われる

地域等において、

農業者の費用負担の軽減を図りつつ、農地の区画拡大等を促進

３００億円 

（２５０億円）

③ 農業水路等長寿命化・防災減災事業

・農業生産活動の基盤となる農業水利施設の機能を

安定的に発揮させるため、

機動的・効率的な長寿命化・防災減災対策を支援

３３３億円 

（２５８億円）

④ 農山漁村地域整備交付金＜公共＞

・地方の裁量によって実施する

農林水産業の基盤整備や農山漁村の防災・減災対策に

必要な交付金を交付

１，１３１億円 

（９４３億円）

⑵ 農地中間管理機構による農地集積・集約化と農業委員会による農地利用の最適化

➀ 農地の大区画化・汎用化等の推進＜公共＞

・農地中間管理機構が借り入れている農地について、

都道府県が、農業者からの申請によらず、

農業者の費用負担等を求めずに基盤整備事業を

実施すること等により、

地域の特性に応じた農地の大区画化・汎用化等を推進

３，９８３億円の内数 

（３，２６４億円の内数）

➁ 農地耕作条件改善事業（再掲）

・農地中間管理機構による担い手への農地の集積・集約化、

麦・大豆や高収益作物への転換を推進するため、

機構による担い手への農地の集積・集約化が行われる

地域等において、

農業者の費用負担の軽減を図りつつ、農地の区画拡大等を促進

３００億円 

（２５０億円）
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２ 農山漁村の活性化 

～コロナを契機とした都市部から地方への移住を促す環境の整備～ 

⑴ 日本型直接支払の実施

① 多面的機能支払交付金

・農業・農村の有する多面的機能が維持・発揮されるとともに

地域全体で担い手を支えるため、

農業者等で構成される活動組織が

農地を農地として維持していくために行う地域活動、

地域住民を含む活動組織が行う

地域資源の質的向上を図る活動に交付金を交付

４９１億円 

（４８７億円）

② 中山間地域等直接支払交付金

・中山間地域等における農業生産条件の不利を補正するため、

棚田地域を含む中山間地域等での農業生産活動を

継続して行う農業者等に交付金を交付

２６８億円 

（２６１億円）

⑵ 中山間地農業の所得向上を始めとした農山漁村の活性化

① 中山間地農業ルネッサンス事業＜一部公共＞

・棚田を含む傾斜地等の条件不利性や鳥獣被害の増加等の

中山間地農業の状況を踏まえつつ、

地域の特色をいかした多様な取組を後押しするため、

多様で豊かな農業と美しく活力ある農山村の実現、

地域コミュニティによる農地等の地域資源の

維持・継承に向けた取組、

不測の事態に備えた

都市と産地の安定的な交流・食料供給モデルの創出を

総合的に支援

４９０億円 

（４４２億円） 

② 棚田・中山間地域対策＜公共＞

・棚田地域を始めとする中山間地域における

収益力向上を図るため、

農業生産を支える水路・ほ場等の基盤整備と

加工・販売施設等の整備とを一体的に支援

（中山間地域農業農村総合整備事業） 

７０億円 

（５０億円） 

（農山漁村地域整備交付金） 

１，１３１億円の内数 

（９４３億円の内数）

③ 農山漁村振興交付金

・農山漁村における定住や都市と農山漁村の交流を促進するとともに、

関係人口の創出・拡大を図るため、

地域資源を活用した計画策定、取組の実践、

「農泊」や農福・林福・水福連携の実施のための施設の整備、

都市における農業体験活動、

配食サービス等によるコミュニティ機能の維持、

荒廃化のおそれのある農地の低コストでの維持・管理等を支援

１０３億円 

（９８億円）

ア ワ－ケーションにも対応した農泊の推進

・農泊を実施するための体制整備、観光コンテンツの磨き上げ、

地域全体でのプログラム企画等の取組と、

農家民宿や古民家等を活用した滞在施設、農林漁業体験施設、

ワーケーション用の施設等の整備とを一体的に支援

イ 農福・林福・水福連携の推進

・農林水産分野での障害者等の雇用・活躍の場を創出し、

農山漁村の維持・発展を図るため、

農福連携に加え、苗木生産や養殖施設といった

林福連携・水福連携に資する施設の整備、

障害者の職場定着を支援する人材の育成、

作業手順のマニュアル化等を一体的に支援

ウ 都市農業の多様な機能の発揮

・都市農業を振興するため、

都市農業での生産体験や交流の場の提供、

災害時の避難地としての活用、

持続的な都市農業のモデル地域の創出等を支援

エ 配食・見守りサービス等による農山漁村のコミュニティ機能の維持

・農山漁村では、都市部に先駆けて人口減少・高齢化が進行し、

コミュニティ機能の維持にも支障が生じかねないため、

農林漁業の振興と併せて実施する

配食・見守り等のコミュニティ機能の維持に資するサービスの実施に

必要な機器導入、施設整備等を支援

オ 荒廃化のおそれのある農地の低コストでの維持・管理、不測の事態に備えた生産の実証

・農山漁村の実情を踏まえた

荒廃化のおそれのある農地の低コストでの維持・管理、

不測の事態に備えた

生産・供給の実証等を行うモデル地区の創出を支援
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➃ 鳥獣被害防止対策とジビエ利活用の推進

・農作物被害のみならず

農山漁村の生活に大きな影響を与える鳥獣被害の防止に向け、

捕獲者のサポート体制の構築、

捕獲頭数の増加に応じた支援の導入等により

捕獲活動を抜本的に強化するほか、

林業関係者によるシカの捕獲効率向上対策等を実施

・地域資源を有効に活用したジビエ利活用の拡大に向け、

捕獲者や処理加工施設の人材の育成、処理加工施設の整備、

プロモーション等による需要拡大の取組を支援

１６２億円 

（１０２億円）

➄ 特殊自然災害対策施設緊急整備事業

・火山の降灰等の被害に対応するため、

洗浄用機械・施設等の整備、

これと一体的に行う用水確保対策等を支援

３億円 

（３億円）

※ 防災・減災、国土強靱化緊急対策に係る経費や

「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」を踏まえた農林水産分野における経費については、

予算編成過程で検討。

⑶ 地方への定住促進に向けた環境整備

① 農山漁村の情報通信環境や生活インフラの整備＜公共＞

・田園回帰と農山漁村への定住に資する、

農山漁村の情報通信環境、農道、集落排水施設等の整備を推進

（農村整備事業） 

７３億円 

（ － ） 

（漁村整備事業） 

１４億円 

（ － ）
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